
○論点

・設置は本年７月（予定）
・とりまとめは本年中（予定）

○趣旨

Ｍ７クラスの地震は全国どこででも発生しうる

ことから、平成２８年４月熊本地震における被害

を教訓とし、全国における地震災害への対応策向

上方策を検討するため、中央防災会議に設けられ

ている防災対策実行会議の下にワーキンググルー

プを設置する。
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○メンバー（案）

熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援策検討ワーキンググループ（仮称）

・大規模地震における自治体支援のあり方
・大規模地震を想定した事前の備え
・避難生活を改善するための措置
・物資支援のあり方
・大規模地震における自助・共助のあり方

など

○スケジュール

撮影箇所：南阿蘇村 提供：国土地理院


